
貸　借　対　照　表
（ 令 和 8年 3月 31日 現 在 ）

（単位：円）

金     額 金     額

資　産　の　部 負　債　の　部

流　動　資　産　 57,659,272 流　動　負　債　 1,779,264

現 金 ・ 預 金 40,780,394 未 払 金 998,092

未 収 金 16,452,490 預 り 金 28,107

前 払 費 用 426,388 賞 与 引 当 金 753,065

固　定　資　産　 628,767,620 固　定　負　債　 10,766,075

（有 形 固 定 資 産） 427,930 退 職 給 付 引 当 金 8,736,075

　

建 物 設 備 3 役員退職慰労引当金 2,030,000

器 具 備 品 427,927 12,545,339

（無 形 固 定 資 産） 223,884 純　資　産　の　部

　

電 話 加 入 権 223,884

　 株　主　資　本 673,881,553

（投資その他の資産） 628,115,806

資　　本　　金 100,000,000

長 期 貸 付 金 620,000,000

資 本 剰 余 金 200,000,000

差 入 保 証 金 2,227,680

資 本 準 備 金 200,000,000

繰 延 税 金 資 産 3,868,126

利 益 剰 余 金 373,881,553

そ の 他 の 投 資 2,020,000

利 益 準 備 金 20,000,000

そ の 他利 益剰 余金 353,881,553

別 途 積 立 金 188,500,000

繰越利益剰余金 165,381,553

673,881,553

686,426,892 686,426,892

科　　　　　目 科　　　　　目

負    債    合    計

純　　資    産    合    計

資    産    合    計 負 債 ・純 資 産 合 計
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個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に関する事項

1．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）を採用しています。

②その他有価証券

時価のあるもの   決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価して

います。売却原価は移動平均法により算定しています。

時価のないもの   移動平均法による原価法により評価しています。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法により評価しています。

2．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産    定率法を採用しています。ただし、平成 10 年 4 月 1 日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平成 28
年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備並びに構築物

については定額法を採用しています。                  

（2）無形固定資産    定額法を採用しています。

3．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金     債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案して計算した回収不能見込額

を計上しています。

（2）賞与引当金     従業員の賞与の支給に備えるため、支給対象期間に応じ

た支給見込額を計上しています。

（3）退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日にお

ける退職給付債務の見込額(簡便法)に基づき計上して

います。

（4）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、当事業年度の末

日における役員退職慰労金支給内規に基づく期末要支

給額を計上しています。



4．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ています。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額                       3,134,225 円

（2）日本貨物鉄道㈱に対する運賃料金支払保証額   16,635,000,000 円

（3）㈱みずほ銀行より受ける運賃料金支払保証額       10,000,000 円

（4）独立行政法人中小企業基盤整備機構に対する支払累計額

  中小企業倒産防止共済掛金                             7,080,000 円

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記

（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

    発行済株式は、普通株式で 30,000 株です。

Ⅳ．税効果会計に関する注記

   繰延税金資産の発生の主な原因は、役員退職慰労引当金 682 千円、退職給付引当金

2,934 千円によるものです。

Ⅴ．一株当たり情報に関する注記

   一株当たり純資産額           22,462.72 円

   一株当たり当期純利益金額          400.05 円

Ⅵ．当期純利益               12,001,519 円


